
画面に従って解説を行う。
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ＩＴコーディネータ協会では、2007年末より２年にわたってＩＴＣ人材像、スキル体
系の再整理に取り組んできた。

このため、育成・認定委員会のもとに、ＩＴＣ人材像・スキル体系再整理ＷＧ、その
下部組織としてスキル体系詳細化ＷＧ、研修コース詳細化ＷＧを設け、検討を行
ってきた。

そのうちメインとなる成果物である「ＩＴＣ実践力体系」は2009年7月22日より8月5

日まで、ＩＴＣ、ＩＴＣＡ会員にパブリックコメントを求めるとともに、全国のＩＴＣ、理事
会社、関係団体にも個別に意見聴取を行ってきた。

8月から9月にかけて、これらの意見を参考に見直しと検討を加え、その成果がまと
まったので、当資料を公開する。
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育成・認定委員会では、様々な要請に応えるべく、2007年の末から2年にわたり「ＩＴ
Ｃ人材像・スキル体系再整理」をＷＧ活動として行ってきた。

人材像・スキル体系の骨格作りは、委員会委員が自ら活動を行ない、スキル体系（
知識体系のみ）と研修コース体系の詳細化は、ＩＴＣから募集したＷＧが作成した。

ＷＧの開催回数は、2010年3月末現在である。
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社会の負託に応えて、ＩＴＣの人財像を明確にし、多種多様な役割に応じて対応
できる基準を確立すること。

特に中小企業に対しては、不足する人財の肩代わりをする役割も果たすこが望ま
れており、より実践力が必要とされている。

ＩＴ経営の実践範囲は限りなく広い。ＩＴ経営はあらゆる組織体に適用できる。でき
るＩＴＣが育成できれば、あらゆる業種業態のサポートができる。
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ＩＴ経営が必須となる世の中で、当然にＩＴ経営を実践するプロフェッショナルを育成
することがＩＴＣＡの責務である。

ＩＴコーディネータは、ＩＴＣプロセスガイドラインを駆使して、一気通貫のサービス（Ｓ
ＰＤＬＩ：戦略、計画、実行、学習、革新）を回す能力を有する。さらに、実践力が最重
要視されている。

したがって、それに見合った育成メカニズムを構築することが必須である。



ＩＴＣ独自のスキル体系とする。

ただし、国の高度ＩＴ人材の共通キャリア・スキルフレームワークを参考に、できるだ
け平仄を合わせて整理し、スキルスタンダード（ＩＴＳＳ、ＵＩＳＳ）との差異を明確化し
た。

7



実践力体系のフレームワークは、ＩＴＣのコンピタンスを明確にし、中核と位置づけ体系化している。

このフレームワークは、ＩＴＣ人財像に合わせて、①ＩＴＣ実践力スキル・キャリアフレームワーク、②Ｉ
ＴＣ実践力評価フレームワーク、③ＩＴＣ育成フレームワークの３つに分類し体系化している。

ＩＴＣの実践に役立つように製本化した解説とガイドラインを作成する。

ＩＴＣ実践力フレームワークには、①ＩＴＣ人財像を明確にし、それに合わせて、②ＩＴＣ実践力スキル
・キャリアフレームワークおよびＩＴＣ実践力評価フレームワークをＩＴＣ実践力ガイドラインとしてまと
め、その実践力を養成する枠組みとして、③ＩＴＣ育成フレームワークを配置している。

①ＩＴＣ人財像は、その役割・特徴・実践力について詳細に解説している。

②ＩＴＣ実践力スキル・キャリアフレームワークおよびＩＴＣ実践力評価フレームワークは、キャリア要
件・スキル要件と、キャリアの達成度・スキルの熟練度、およびＩＴＣレベル評価の仕組みを、詳細に
解説している。

③ＩＴＣ育成フレームワークは、ＩＴＣのスキルとキャリアの育成について解説している。

最終成果物は、いずれもホームページからダウンロードできるようにするほか、製本し、資格取得時
のケース研修や、継続研修教材として配布する。

当該成果物としては、上図にあるように以下の３種である。

①「ＩＴＣの人財像」

ＩＴＣの人財像とスキルの特徴を第三者に説明するための読み物

タイトルを「ＩＴ経営を実現するプロフェッショナル」とし、書籍化する。

② 「ＩＴＣ実践力ガイドライン」

ＩＴＣの実践力を定義し、ＩＴＣ実践力体系（BPA）およびスキル・キャリアフレームワークと評価フレー
ムワークを詳細に解説したもの。

③「ＩＴＣ育成ガイドライン」

ＩＴＣの実践力をもとに育成のあり方を示したもの。

各出版物は、2010年7月以降順次公開していく計画である。
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各ガイドラインは、ＩＴＣのみならず、関係機関に配布し活用をお願いする。
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ＩＴコーディネータ制度創設10年になるが、この間金融危機やクラウドコンピュー

ティングに代表されるような環境変化が起きているが、モノづくりのＩＴの専門家で
はなく、経営にＩＴを活かすＩＴＣへの要請はますます高まっている。

その人材像は、不変であるが、世の中に「ＩＴ経営」という言葉が使われ認識され
るようになった。

我々はこのＩＴ経営を実現するプロフェッショナルとしての人材像を、改めて明確
にするため、キャッチコピーも変更したところである。

現在、ＩＴＣ名称を「ＩＴ経営コーディネータ」に名称変更すべきか、議論をしている
ところである。



ここで、ＩＴ経営の定義を協会として明確にしておきたい。
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ＩＴ経営の定義と合わせ、ＩＴ経営の成熟度についても協会として定義できるようにし
たい。

現在のＩＴＣプロセスガイドラインでは、「ＩＴ化の成熟度」として定義しているが、この
絵のようにすることについて議論を深めていきたい。
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ＩＴＣの人材像・スキルの整理に中で、ＩＴＣの業務範囲についての議論も行った。

この絵は、現在ケース研修時にＩＴＣの業務範囲を説明する際用いているものがベ
ースとなっているが、今後はこの図のように変更する。

これまでは、ＩＴＣの業務範囲を経営戦略フェーズからＩＴサービス活用フェーズと位
置付けていたが、ＩＴＣの業務範囲を拡大定義することにした。

企業が環境変化に応じた経営改革を行わなければ競争力が維持できないこと、ま
たその競争力の強化には経営戦略と整合のあるＩＴ投資が必要となることを、「認識」
してもらわなければならない。

このＩＴ経営に気付き、本質を理解し、経営改革を行うという判断を行う「ＩＴ経営認識
プロセス」を、ＩＴＣの業務範囲として含めることにした。

この認識プロセスが、自らの企業の経営企画部門や経営者の認識プロセスであれ
ば、これを「自立型の認識プロセス」と呼ぶ。

外部ＩＴＣやベンダー企業のＩＴＣにあっては、顧客企業の経営企画部門や経営者
にＩＴ経営の必要性を認めてもらい、外部ＩＴＣやベンダー企業のビジネスに結びつ
けられる営業力が重要となる。この営業プロセスを「支援型の認識プロセス」と呼ぶ。
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従来、経営戦略～ＩＴサービス活用までのプロセスを、ＩＴＣプロセスと呼んでいたが、
これはＩＴ経営実現プロセスのことを言っていたにすぎない。また、経営戦略から見
直して経営を改革するという意思決定は、経営者の判断となる。そのため、ＩＴＣ人
材像・スキル体系再整理の過程で、この意思決定プロセスを実行できる能力も重要
なＩＴＣのスキルとして組み込むことにした。

また、ＩＴ経営実現プロジェクトが動き始めてからは、当該プロジェクトのモニタリング
＆コントロールだけでなく、環境変化と経営全体を見て、新たな業務改善の認識や
、プロジェクト後の新たな経営改革の認識プロセスも含むとした。

この結果、ＩＴＣプロセスガイドラインは、この図のように改定が必要となる。

協会では、2010年度中を目標にＩＴＣプロセスガイドラインの見直しを行い、Ver2.0

の「ＩＴ経営プロセスガイドライン」として改定を行う計画である。
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ＩＴ経営認識プロセスの内容について述べる。

認識とは、物事を見極め、本質を理解して、正しく判断することである。

知識が静的（スタティック）であることに対し、認識は動的（ダイナミック）な一連の行
動である。

従来からのＩＴＣプロセスは、ＩＴ経営の戦略策定から始まっているが、実際にはＩＴ経
営を行わねばならないという経営判断があってのプロセスであった。

しかしながら、多くの経営者は経営改革の必要性が認識できていないことに根本的
な問題が潜んでいるわけである。

今回の再整理において、ここのＩＴ経営に気づき、本質を理解し、ＩＴ経営を決断する
プロセスについても、ＩＴＣの知識として知っておく必要があり、またこのプロセスを経
営者がたどれるよう、ＩＴＣとして支援を行う必要がある。

そこで、このプロセスを「ＩＴ経営認識プロセス」と命名し、その認識プロセスを定義す
るとともにＩＴＣとして必要となるスキルも整理した。
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ＩＴ経営への認識が自らの企業（経営者）が行わないときには、ＩＴＣは支援者として
経営者の気づきを誘発し、押しつけではなく自らがその本質を理解し、ＩＴ経営に踏
み出す決断が下せるよう支援する必要がある。

俗に言えば、ＩＴＣの顧客に対する営業プロセスそのものである。

従って、この支援プロセスを「ＩＴＣ営業プロセスガイドライン」として公開することを検
討したい。
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ＩＴＣ業務は、国の高度ＩＴ人材で定義される、ＩＴストラテジスト、ＩＴアーキテクト、プロ
ジェクトマネージャー、ＩＴサービスマネージャーのようにその持ち分（業務範囲）ごと
の専門家と異なり、対応業務が経営戦略からＩＴサービス活用まで幅広い。

しかし、経営と整合のある形でＩＴ化を実現することが重要であって、全ての業務を
一人で常に一気通貫でやる必要はない。たとえ一部の業務であっても、経営側の
立場に立って、その業務がＩＴ経営実現に寄与できるかが大切な役割である。
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ＩＴコーディネータの業務は、経営戦略の策定・実行から、ＩＴ戦略策定、ＩＴ資源
調達、ＩＴ導入、ＩＴサービス活用フェーズまで一貫して推進・支援することで、対
象が幅広い。また、個々のフェーズの業務を行う場合にあっても、全体のプロセス
を俯瞰し、経営戦略との整合を常に取ることができるという特徴を持っている。

このことは、第3章で述べるＩＴコーディネータの実践力と深く係わっている。
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ＩＴＣの基本的なミッションはＩＴ経営の実現にある。

この図では、企業（経営者）と、当該ユーザー企業の一般従業員とは、企業内での
役割と責任が異なるためあえて分けて表現した。

しかし、ＩＴ経営を推進する企業内にいるＩＴＣにとっては、経営者であろうが従業員
であろうが、ＩＴ経営を「推進する」役割を果たすことは同じである。

顧客企業のＩＴ経営を外部から「支援する」ＩＴＣは、独立系ＩＴＣであろうとベンダー企
業内ＩＴＣであろうと、ＩＴ経営実現の支援者となる。

また、独立系のＩＴＣにとっては、ＩＴ経営を推進するユーザー企業とベンダー企業の
間に立って相互がパートナーとして連携が出来る環境づくりを行うことがある。この
場合、多くはユーザー企業側で業務を行っていることが想定されるが、場合によっ
てはベンダー企業内ＩＴＣがユーザー側の指導を行う場合もあるであろう。

企業への経営改革の指導や、教育機関での教育や研修を行うＩＴＣは、広く社会に
対するＩＴ経営の啓発者（エバンジェリスト）としての役割を果たしていることになる。

ＩＴＣの人材像定義に「真に経営に役立つＩＴ投資を推進・支援するプロフェッショナ
ル」とあるが、ここの「推進・支援」はユーザー企業、ベンダー企業での役割の違いを
表現している。

20



21



22

ここでは、ITCの人材像、実践力体系を設定するにあたって、ITCのコンピタンスを
決定付ける要素について説明する。

具体的にはIT経営を推進するにあたり、ITCが具備しておくベき視点について整
理し、行動規範とした。

さらに、ITCの実践力とは何かを議論し、実践力体系として新たに設定した意識知
、行動知、専門知について説明する。

ITCが備えておくべき視点は、（１）環境、顧客に対する認識をどう持つべきか、（２）
また、支援をする企業の何を主軸として改革を進めるべきか、（３）さらにITCとして
の基本的な態度といった3つ主要な要素から構成される。

ＩＴＣの活動において、これらの視点を念頭に置きながら改革を進めていただきた
い。



ＩＴコーディネータ協会では、従来からＩＴコーディネータが具備すべき知識体系（ＣＢ
Ｋ）を開発し普及してきたが、あくまでも知識の体系であり必ずしも意図した通りの実
務活動に結びついていない状況であった。

近年、企業の経営環境が予想を超えて変化する中で、ＩＴ経営の更なる実効を上げ
ることが望まれている。特に、知識(基礎知識、前提知識、専門知識）を駆使して、ＩＴ

経営を支援する場合に、経営環境の変化を取り込み、且つ、より現場に密着した助
言・支援が関係者から要請され、多様な企業経営の成熟度に合った知識の活用が
喫緊の課題になっている。

そこで、ITCの役割、責任などを見直し、それを支える知識の体系はどうあるべきか

を検討した。検討の中での大きなテーマは、やはり知識をさらに進化させて、実践ノ
ウハウのレベルまで高めていくことが必要であるとの結論に至った。
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ＩＴＣのスキル体系としては、従来からCBK：知識体系があったが、今回この体系の
上に実践力を体系化した ＢＰＣ：Body ｏｆ Ｐｒａｃｔｉｃａｌ Ｃｈｉ（実践知）を追加し、
全体としてBPA：実践力体系とした。

これまでの知識体系は、基礎知識、前提知識、専門知識で構成されていたが、こ
の上に、意識知、行動知、専門知を追加した。



国の高度ＩＴ人材の共通・キャリア・スキルフレームワークの中で、高度ＩＴ人材の知
識として、ストラテジ系、マネジメント系、テクノロジ系、パーソナル系が示されている
が、ＢＯＫ（知識体系）として定義されたのは、このうち、ストラテジ系、マネジメント系
、テクノロジ系のみであった。

我々の再整理では、ＩＴＣが知識だけでなくＩＴ経営実現の実践力が求められること
に鑑み、この違いを明確にするため、いわゆるパーソナル系の領域にも踏み込むこ
とにした。

このため、「実践知」として、「意識知」、「行動知」、「専門知」を新たに定義した。

ＢＰＡ（実践力体系）は、ＩＴを開発する人のための基準ではなく、ＩＴを活用する人の
ための基準である。
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ＩＴＣはＩＴ経営実現という役割を発揮するため、経営とＩＴに通じた知識をベースに、
実践力を磨き、ＩＴ経営実現の成果を重視している。

ＩＴＣの実践力は、広義のスキルとキャリアで構成される。

ＩＴＣの広義のスキルは、「知識」（Knowledge）と、知識を活かした「実践知」で構成さ
れる。実践知は、 狭義のスキル、技法とも呼ばれる「専門知」と、人固有のコンピタン
スとも呼ばれている「行動知」と「意識知」で構成される。

知識だけでは実際に活動できるかどうか分からないため、知識を活かすすべを知っ
ていて（知を獲得していて）初めて実践力として認められる。

ＩＴＣのキャリア（実績）は、ＩＴ経営実現に関わった経験と成果を示す。

ＩＴＣの実践力は、スキルを活かしてキャリアを積み、ＩＴ経営の成果を挙げる能力を
示す。
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ITC実践力体系は、大きく実践知と知識からなる。さらに、その構造は段階的詳細

化の考え方でブレークダウンされている。段階的詳細化のフレームにそって詳細
化された中身がスキル要素となる。フレームの意味、内容については、後述の説
明を参照されたい。

なお、実践知は、今回新たに設定したため、ＩＴＣ固有の整理の仕方になっている
。

知識の中の専門知識は、国の高度ＩＴ人材の共通キャリア・スキルフレームワーク
のＢＯＫ（知識項目：Body of Knowledge）にできるだけ合わせて整理した。

なお、従来からのＩＴＣのＣＢＫ（Common Body of Knowledge）は、このフレーム
ワークの専門知識に相当する。

具体的な内容は、別途「ITC実践力体系（ＢＰＡ）の詳細」を参照されたい。

28



実践力の内容の概要がつかめるようにまとめた表であるが、実践力の内容を説明す
るにあたり、尐し概念の整理をしておく。

知識だけでは実現できない能力は、一般的にパーソナルスキルと呼ばれる。人間力
とか、コンピタンスなどと呼ばれることも多い。我々はこれを「実践知」として体系化し
た。

実践知は意識知、行動知、専門知から構成される。意識知、行動知は、人に固有な
非技術的な要素（ﾋｭｰﾏﾝスキル）で、一般的には、コンピタンスと呼ばれる。専門知
は狭義の技術スキル要素に相当する。

ＩＴＣの実践力体系は、この実践知（行動とそれを蓄積する能力）と知識から構成さ
れる。即ち、実践力と知識を統合させた体系にすることにより、「スキル体系」ではな
く、「実践力体系」と呼ぶことにした理由がある。

スキルは、知識を使って行動することで得られる自分の経験知や、他人の経験知を
学習によって蓄積していく能力であり、コンピタンスは、個人が存在するための固有
の能力である。

この関係は、コンピタンスを発揮してスキルを開発する（スキルが出来上がる）、スキ
ルを活用してコンピタンスを発揮する、という関係にある。
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基礎知識とは、最新の経営やＩＴに関する情報や、社会人として備えるべき業種・業
務の知識、法制度などの知識を言う。

これら知識は専門家でなくともその業務についている者にとっては常識的な知識で
あるが、ＩＴＣが当該業務にかかわる際には、その知識が求められる。

ＩＴＣがこれまで該当する分野に関係したことがなければ、それらの知識の修得が必
要になる。
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前提知識とは、企業経営に関わる経営学の分野の専門知識と、ＩＴの利活用に関す
る情報技術の分野の専門知識である。

前提知識はＩＴＣとしては、これまでの実務経験の中で、修得している専門分野の知
識である。

これらの分野までＩＴＣの専門知識と決めてしまうと、ＩＴＣは経営系/情報系共に専門
家でなくてはならないことになる。
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専門知識とは、ＩＴＣとして活動するベースとするＩＴ経営プロセスに関する知識と、ＩＴ
Ｃ手法・ツールやリファレンスの活用などに関する知識である。

ＩＴＣとしての活動を調べると、ＩＴＣの実践力には、ＩＴ経営の実現能力だけでなく、
顧客を獲得するための営業力も必要であることが確認された。このため、並行的に「
ＩＴＣ実務ガイド」を開発してきたが、企業内にあっては環境の変化に対応したＩＴ経
営への対応への認識が欠かせないことから、これを「ＩＴ経営認識プロセス」として追
加した。

ＩＴＣ手法・ツールの活用は、今回新たに追加した。手法・ツールの存在と活用法を
知っているかどうかが、大きく実践力に影響する。

レファレンスの活用は、従来からＩＴＣの知識要素として組み込んでいたものである
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「専門知」とは、ＩＴＣとしての固有の専門的な実践能力である。成功体験や失敗体
験などの行動から得られた知を蓄積することによって体系化された、動態的（ダイナ
ミック）で実践にかかわる知を意味する。

専門知識などを使って行動した結果としての体験知（プロセスとコンテンツ）である。
その行動規範となるのが、ＩＴＣプロセスガイドラインの「基本原則」であり、行動規範
に則って実践する能力である。

ＩＴＣプロセスは、ＩＴ経営実現のプロセスであり、そのプロセス自体に高度な専門性
はない。しかし、環境や相手によって使い分ける自分の行動の良し悪しを何を根拠
に判断するかとなった場合、基本原則という行動基準を持っていることがＩＴＣの専
門性である、といえる。
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「行動知」とは、ＩＴＣとしての活動能力のことである。

環境や相手によって行動を変化させることができる能力であり、行動知が蓄積され
汎用化されれば、専門知になる。

意識知と合わせ、人に固有のコンピタンスを形成する。
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「意識知」とは、ＩＴＣとしての意識のことである。

行動知・専門知・知識（専門知識・前提知識・基礎知識）ではカバーできない人の精
神や意識に関わる概念である。

行動知と合わせ、人に固有のコンピタンスを形成する。

「資質・適性」は生まれ持ったものとも言われるが、多分に加齢や経験で変わるもの
であり、自分の資質・適性を知って意識して行動しないと、失敗することがある。

「協創性」は、自分一人だけでなく、ステイクホルダーや仲間とともに働き、喜びを分
かちあうことができるかどうかで、人間関係や仕事の幅も広がることを示している。
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ＩＴＣプロセスガイドラインはＩＴＣの実践力を内在している。

ＩＴ経営実現プロセスが、各フェーズの３節「プロセス」の実行能力であることは論をま
たないが、今回の実践力体系の真髄と言えるのが、プロセスガイドラインの基本原則
を、ＩＴＣの行動基準としたことである。すなわち、ＩＴＣがある行動に出た時、さまざま
な局面に遭遇するが、そのときプロセスさえ知っていればいいかと言えばＮｏである
。では何に基づいて判断するかと言えば、「基本原則」に則って判断し行動している
はずである。これが暗黙知ではなく、専門知として蓄積されていくことが重要である。
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実践力体系が確定後、以下のような展開を計画している。
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39

ＩＴＣの育成のために、各人がスキルやキャリアの評価ができるようにし、各ＩＴＣが目
標を持って実践力を高めることができるように、また協会は育成を支援するために、
能力レベルを評価できる仕組みを導入することとした。

ＩＴＣのスキル、キャリアレベルは、レベル１からレベル５までの５段階とする。

（国の共通キャリア・スキルフレームワークのレベル３からレベル７相当とする）

レベル１は、ＩＴＣの前提知識レベルとした。

レベル２は、ＩＴＣ資格を取得した時点のエントリレベルから、一人で業務ができるま
での範囲であり、幅広い。

レベル３は、ＩＴＣとして業務が確立できたレベルである。

レベル４は、ＩＴＣとしての成果が人から認められるレベルである。

レベル５は、ＩＴＣとしての成果が、社会的に認められるレベルである。



これまで、資格更新対象者には、実務活動報告を提出してもらっていたが、これは
キャリアの経験を問うものであった。

今回の再整理の中で、スキルの自己評価ができる仕組みを作った。

また、育成を鑑み、スキルレベル２を、レベル２－１のＩＴＣのエントリーレベルと、自ら
仕事ができるレベル２－２に階層化し、育成の指針となるようにした。
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ＩＴＣの実践力のうちスキル要素については、自己評価可能なことから、「ＩＴＣ実践
力スキル自己評価制度」を導入した。

この自己評価は、ＩＴＣの資格更新時に義務付けられるが、他のＩＴＣも利用が可能
である。

ＩＴＣはこの評価により、自分のレベルを実践力項目ごとにレーダーチャートに可視
化することができるので、自分の強み弱みを把握し、学習や実務へのガイドとする
ことができる。

ＩＴＣＡにとっては、経験年次、属性、実務活動報告によるキャリア実績と照らすこと
により、実践力の源泉や表出を探り、育成施策に活かすことができるようになる。

今後は、スキル評価によって研修プログラムや学習のガイダンスができるような仕
組みを作っていく。

41



ＩＴＣ育成フレームワークは、ＩＴＣの実践力を高めるための体系である。

基本的には、ＩＴＣ資格認定制度の中で、資格更新制度として義務付けられている、
継続学習と実務活動を、このＩＴＣ実践力体系に組み込むことで、育成体系とする。

育成フレームワークは、実践力スキル・キャリアフレームワークとその評価フレームワ
ークを同一レベルで結び付けることで、ＩＴＣの育成に対するフレームワークとレベル
を合わせている。

すなわち、レベル評価を導入することによって、育成の目標を定め、スキル・キャリア
とのギャップを埋めるため、育成のＰＤＣＡを回し、ＩＴＣ実践力の向上に資するものと
する。
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現在のＩＴＣ実践力体系（ＢＰＡ）は、ＩＴＣ資格取得者の実践力を中心に整理された
ものであるが、今後はＩＴＣ資格を取得するまでのスキル獲得やキャリアパスの考慮
が必要となろう。

2009年度より開始されたＩＴパスポート試験は、企業人で幅広く受験が行われており

、情報処理技術者のキャリアとは違った、ユーザー企業のＩＴ活用部門の人材やベ
ンダー企業の営業職たちが多く受験している。

このような人材は、業務でＩＴを活用しながらＩＴ経営に関わっている人材であり、潜
在的なＩＴＣ予備群とも考えられる。

今後協会として、ＩＴＣの育成と合わせ、ＩＴ経営の理解者を増やし裾野を広げる活動
を実行していく計画である。
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